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               資料３３ 消防班の体制 

大正消防署（消防班）  

本部長   大正消防署 署長 

副本部長  総務副署長 

本部長付  警防副署長（非番） 

本部長付  地域担当司令 

 

１．消防班の体制 

 

２．消防署・所の所在地、連絡先 

班 名 ◎班長 ○副班長 班  員 事務分掌 

消防活動班 

◎当務副署長 

 

○当務 

警防担当司令 

救助・救急司令 

 救助担当司令 

 

 

○非番 

 警防担当司令    

 救急担当司令 

 救助担当司令 

○出張所担当司令 

当務 

警防担当 

 

 

 

参集 

警防担当 

 

 

予防担当 

 

 

 

１ 震災消防活動に関すること 

  （消火・救助・救急活動） 

２ 大隊本部の設置及び運営に関すること 

３ 震災消防活動の指針に関すること 

４ 非常招集の伝達に関すること 

５ 部隊の編成に関すること 

６ 部隊の運用に関すること 

７ 可搬式ポンプ要員に対する担当可搬式ポンプの 

  指定に関すること 

８ 参集職員に関すること 

９ 避難勧告等の協議に関すること 

10  災害情報収集に関すること 

11  その他必要な事項に関すること 

補給班 

◎管理担当司令 

 

 

○庶務主任 

庶務担当 

 

 

経理担当 

１ 消防車両等の燃料確保に関すること 

２ 非常電源用発電機の燃料補給に関すること 

３ 職員の食料、寝具、衣料に関すること 

４ 消防車両等の応急修理に関すること 

５ 庁舎の保全に関すること 

６ 参集職員の把握に関すること 

調査班 

◎予防担当司令 

 

 

 

○危険物担当司令 

 

当務 

警防担当 

１～３名 

 

予防担当 

１～２名 

１ 各種情報の収集、集計、報告及び伝達に関する 

  こと 

２ 高所見張りに関すること 

３ 区本部及び関係機関との連絡調整に関すること 

４ 区本部への職員（１～２名）派遣に関すること 

名 称 所在地 電 話 

 大正消防署  大正区小林東３－５－１７ ６５５２－０１１９ 

 大正消防署泉尾出張所  大正区泉尾１－２６－４ ６５５１－０１１９ 

 大正消防署鶴町出張所  大正区鶴町３－１４－１ ６５５５－０１１９ 
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資料３４ 区内医療機関（総合病院）一覧表 

（総合病院一覧表） 

病院・診療所名 所 在 地 診療科目 
救 急 専用

優先病床 
電話番号 

済生会泉尾病院 北村３－４－５ 

総合内科・消化器内科 

循環器内科・外科 

糖尿内分泌科 

眼科・整形外科 

脳神経外科 

婦人科・小児科 

耳鼻咽喉科 

皮膚科・泌尿器科 

放射線科 

リハビリテーション科 

人工透析センター 

あり ６５５２－００９１ 

大正病院 三軒家東５－５－１６ 

内科・胃腸科 

心療内科・循環器内科 

小児科・産婦人科 

外科・整形外科 

皮膚科・放射線科 

リハビリテーション科 

 ６５５２－０６２１ 



 

 35 

   資料３５ 救護所設置報告書 

  

                  救護所設置報告書 

 

令和   年   月   日  

 

 

  大阪市災害対策本部長 様 

 

大 正 区 本 部 長  

 

 

  以下のとおり、救護所を開設しましたので報告します。 

 

 １．開 設 日       令和    年    月    日 

 

 ２．開設場所       施設名称   （                   ） 

              所在地    （                   ） 

              緊急時連絡先 （                   ） 

 

 ３．責 任 者        氏名     （                   ） 

 

 

 ４．負傷者等の状況 

 

 

 ５．現状の応急救護活動状況 

 

 

 ６．周辺地域の被害状況 

 

 

 ７．その他報告事項 
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資料３６ 区役所内 備蓄物資一覧表 

品目 数量 備考 

飲
料
・
食
品 

水 5,800本 - 

アルファー化米 5,300食 アレルギー対応の白飯（500食含） 

アルファー化米(粥) 150食 高齢者食 

ビスケット 1,000食 - 

マッシュポテト 750食 高齢者食 

ミルクビスケット 240食 - 

ミルクスティック 390食 - 

ビスコ 600食 - 

パン 200食 - 

そ

の

他 

毛布 170枚 - 

防水シート - - 

日用品セット 40セット 石鹸・粉末洗剤・歯ブラシセット・タオル等 

救急薬品セット ９セット - 

大人用紙おむつ 120個 - 

子ども用紙おむつ 2100個 - 

生理用品 670個 - 

哺乳瓶 120個 - 

トイレットペーパー 960ロール - 

簡易トイレ 1式 本体（16基）、消耗品セット（53セット） 

肌着 1,500枚 - 

ラジオ 6台 - 

懐中電灯 4台 - 

プライベートルームセット 4セット - 

防寒具 18着 - 

雨合羽 4着 - 

軍手 62双 - 

安全靴 100足 - 

バスタオル 150枚 - 

災害時優先電話接続用電話機 6台 - 

LED ソーラーランタン 30台 - 

車いす 6台 - 

 

資料３７ 災害時避難所内 備蓄物資一覧表 

品目 数量 備考 

飲
料
・
食
品 

水 1800本 - 

アルファー化米 100食 - 

アルファー化米(粥) 100食 - 

ビスケット 150食 - 

そ

の

他 

毛布 300枚 - 

防水シート 120枚 - 

日用品セット 120セット 石鹸・粉末洗剤・歯ブラシセット・タオル等 
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救急薬品セット ９セット - 

簡易トイレ 1式 本体（4基）、消耗品セット（8セット） 

救助用資器材セット 1式 ジャッキ・のこぎり・手斧・担架・バール等 

ブランケット 50枚 - 

ラジオ 10台 - 

懐中電灯 20台 - 

プライベートルームセット 1セット - 

災害時優先電話接続用電話機 3台 - 
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資料３８ 遺体仮収容（安置）所候補 

 

（１）市内公的施設等 

 

名  称 所 在 地 
収 容 

可能数 
電 話 

大正区民ホール 大正区千島２－７－９５ ５０ ４３９４－９７３４ 

市立千島体育館 大正区千島２－７－９３ ３０ ６５５３－７８００ 

 

（２）市内寺院等 

 

名  称 所 在 地 
収 容 

可能数 
電 話 

久昌寺 大正区三軒家西１－２２－７ ５ ６５５１－８０７８ 

専稱寺 大正区三軒家東２－５－９ ５ ６５５１－５７２６ 

東林寺 大正区三軒家東４－１１－１６ ５ ６５５１－４６０７ 

呑海寺 大正区三軒家東６－１５－３ ５ ６５５１－４８９１ 

真行寺 大正区三軒家東４－７－７ ５ ６５５１－５５８３ 

妙法寺 大正区三軒家東４－１３－６ ５ ６５５４－０６５４ 

了照寺 大正区三軒家東４－１５－７ ５ ６５５１－２２８８ 

萬福寺 大正区泉尾１－３９－１８ ５ ６５５１－３００６ 

浄泉寺 大正区泉尾２－１８－１０ ５ ６５５１－１８３５ 

真光寺 大正区泉尾１－３０－２０ ５ ６５５１－７５９７ 

順教寺 大正区泉尾１－３３－２６ ５ ６５５１－８５７３ 

西福寺 大正区泉尾３－１５－１０ ５ ６５５１－４４１９ 

光明寺 大正区小林東３－１１－６ ５ ６５５１－９１６３ 

帰命寺 大正区平尾５－４－４ ５ ６５５１－２０６４ 

浄金寺 大正区平尾５－７－１４ ５ ６５５１－８２３６ 

正等寺 大正区平尾４－７－１ ５ ６５５１－４５３９ 

普照教会 大正区鶴町３－１６－３ ５ ６５５１－７２８７ 
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資料３９ 遺体仮収容（安置）所の設置報告書 

 

 

遺体仮収容（安置）所（開設・閉鎖）報告書 

 

令和   年   月   日  

 

 

  大阪市災害対策本部長 様 

 

大 正 区 本 部 長  

 

 

 以下のとおり、遺体仮収容（安置）所を（開設・閉鎖）しましたので報告します。 

 

 

１．開設・閉鎖日       令和   年   月   日 

 

２．開設場所         施設名称   （                  ） 

               所在地    （                  ） 

               緊急時連絡先 （                  ） 

 

３．責任者          氏名     （                  ） 

 

４．行政監察医        氏名     （                  ） 

 

５．遺体収容業務従事職員数          名 

 

６．遺体収容可能数              体 

 

７．その他報告事項 

 

(5) 開設・閉鎖のうち該当する項目に○印をつけて下さい。 

注２）行政監察医が派遣できない場合は、その旨を報告事項欄に記載して下さい。 

注３）遺体仮収容（安置）所の開設に当たっては、都市防災情報システム、無線ＦＡＸ等により速やかに危機

管理部長あて報告して下さい。
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               資料４０ 区内警察署との協力体制 

  

大正警察署との協力体制 

 

  大正警察署災害警備本部長    大正警察署長 

    緊急時連絡先        ６５５５－１２３４ 

 

 

 １．警備計画 

  大正警察署は、関係機関と相互に連携を図りつつ、次の活動を実施する。 

 （１）被害の早期把握に努め、人命救助活動に必要な車両や資器材を調達し、自署員等による 

救助部隊を編成し、災害現場に迅速に派遣する。 

 （２）区及び関係機関との密接な連携のもと、人命救助活動や行方不明者の捜索を実施する    

とともに、区が行う救急活動を支援する。 

 （３）迅速かつ的確な救助・救急活動が実施されるよう、必要な交通規制を実施するとともに､ 

道路管理者に協力して障害物の除去等にあたる。 

 （４）人心の不安、物資の不足等に伴う犯罪及び集団的違法事案を防止するため、犯罪の予防・ 

取締りを実施する。 

 

２．警察施設所在地一覧表 

 

交 番 名 所 在 地 所 管 区 

大浪橋交番 大正区三軒家東２－３－２１ 
三軒家東１～６丁目 

三軒家西１～３丁目 

泉尾交番 大正区泉尾３－１９－１８ 泉尾１～７丁目 

千島交番 大正区千島３－１－４１ 

千島１～３丁目 

北恩加島１～２丁目 

北村１～３丁目 

平尾交番 大正区平尾２－２２－２１ 

平尾１～５丁目 

小林東１～３丁目 

小林西１～２丁目 

南恩加島交番 大正区南恩加島４－４－５６ 
南恩加島１～７丁目 

船町１～２丁目 

鶴町交番 大正区鶴町３－１２－１２ 鶴町１～５丁目 
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資料４１ 臨時相談所開設・閉鎖報告書 

 

臨時相談所（開設・閉鎖）報告書 

 

 

 

令和  年  月  日  

   大阪市災害対策本部長 様 

 

大 正 区 本 部 長  

 

 

 

   以下のとおり、臨時相談所を（開設・閉鎖）しましたので報告します。 

 

 

 

１．開設・閉鎖日    令和   年    月    日 

 

 

２．開設場所      施設名称  （                  ） 

所 在 地 （                  ） 

緊急時連絡先（                  ） 

 

 

３．開設時間      午前・午後   時   分～午前・午後   時   分 

 

 

４．従事職員数          名 

 

 

５．その他 

注１ 開設・閉鎖のうち該当する項目に○印をつけて下さい。 

注２ 臨時相談所を開設にあたっては、無線ＦＡＸ等により速やかに市本部（危機管理部）あて送付して下 

さい。 

注３ 災害時避難所開設と同時に臨時相談所を開設した場合には、避難所開設報告書に上記項目を記載して

送付して下さい。 
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資料４２ 相談内容等の聴取用紙 

臨時相談所等相談内容聴取用紙 

臨時相談所等設置場所          区 

令和  年  月  日 （午前・午後）  時  分 担当者 
 

相談者氏名 連絡先（住所又は臨時避難先、TEL,災害時避難所内居室） 名簿番号 

   

相談内容 

 

 

 

 

 

 

対応状況（当日の相談者への対応） 

他機関への依頼 

 □ 至急 － 区本部より無線ＦＡＸ等により市本部へ対応を依頼 

 □ 普通 － 区本部で内容をまとめて市本部へ相談内容等報告書により報告 

その後の対応状況 

注１）相談者の連絡先は、後日連絡がとれるように親類等の臨時避難先の電話番号や、災害時避難所の教室や

体育館などの場所を記入して下さい。 

注２）名簿番号は、災害時避難所の避難者について後日避難者名簿番号を記入し、検索可能なように整理して

下さい。 

注３）相談内容への対応により、急を要すると判断される場合は、この用紙を直接危機管理部長に送付して下

さい。 

注４）この用紙は、区本部での電話による相談に対しても利用できます。 
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資料４３ 相談内容等報告書 

 

相 談 内 容 等 報 告 書 

令和  年  月  日  

 大阪市災害対策本部長 様 

大 正 区 本 部 長  

 

令和  年  月  日時点における臨時相談所での相談内容及び処理内容は以下のとおりです。 

相 談 内 容 処 理 内 容 件  数 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 （注）相談内容等の報告は、毎日午後５時に無線ＦＡＸ等で報告して下さい。 
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資料４４ 義援金保管台帳 

 

 

 受領日 
受領額及び受領方法等  

 相手方 

    住所 

       氏名 

    電話 

 

 番号 

 

  受領書 
受領額（円） 受領方法等 

 

   ・ 

 

   ・ 

 □銀行振替   □持参 

□郵便振替   □その他 

 〒   □交付 

 □不要 

 受領書番号 

  （  番） 

 交付日(   ) 

  氏名 
 （別口預金口座入金日 ・ ・ ） 

         〈除く銀行振替〉 

 （送金日 ・ ・ 送金先      ) 

 ℡（  ）   － 

 

   ・ 

 

   ・ 

 □銀行振替   □持参 

□郵便振替   □その他 

 〒   □交付 

 □不要 

 受領書番号 

  （  番） 

 交付日(   ) 

  氏名 
 （別口預金口座入金日 ・ ・ ） 

         〈除く銀行振替〉 

 （送金日 ・ ・  送金先     ) 

 ℡（  ）   － 

      
   ・ 

 

   ・ 

 □銀行振替   □持参 

□郵便振替   □その他 

 〒   □交付 

 □不要 

 受領書番号 

  （  番） 

 交付日(   ) 

  氏名 

 （別口預金口座入金日 ・ ・ ） 

         〈除く銀行振替〉 

 （送金日 ・ ・  送金先     ) 

 ℡（  ）   － 

 

   ・ 

 

   ・ 

 □銀行振替   □持参 

□郵便振替   □その他 

 〒   □交付 

 □不要 

 受領書番号 

  （  番） 

 交付日(   ) 

  氏名 
 （別口預金口座入金日 ・ ・ ） 

         〈除く銀行振替〉 

 （送金日 ・ ・  送金先     ) 

 ℡（  ）   － 

  計    備考  

 

資料４５ 義援金受領書 

                    義援金受領書 

                       令和    年   月   日 

  住所 

  氏名           様 

                に係る義援金として、次のとおり受領しました。 

 

  １．義援金の種類     □現金        □小切手 

  ２．金額（額面）                円 

 

 

                            発行者      印 
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資料４６ 義援品受付簿 

 

 

   受領日 

 

 番号 受領品内容 

 

 受領方法 

 

 相手方 

 住所  

 受領書  氏名 

 電話 

 

   ・ ・ 

   □持 参 

 □郵 送 

 □その他 

 〒           －  □交付 

 

 □不要 

 
 ℡（   ）    － 
 

 

   ・ ・ 

   □持 参 

 □郵 送 

 □その他 

 〒           －  □交付 

 

 □不要 

 
 ℡（   ）    － 
 

 

   ・ ・ 

   □持 参 

 □郵 送 

 □その他 

 〒           －  □交付 

 

 □不要 

 
 ℡（   ）    － 
 

 

   ・ ・ 

   □持 参 

 □郵 送 

 □その他 

 〒           －  □交付 

 

 □不要 

 
 ℡（   ）    － 
 

 

   ・ ・ 

   □持 参 

 □郵 送 

 □その他 

 〒           －  □交付 

 

 □不要 

 
 ℡（   ）    － 

 

   ・ ・ 

   □持 参 

 □郵 送 

 □その他 

 〒           －  □交付 

 

 □不要 

 
 ℡（   ）    － 
 

 

   ・ ・ 

   □持 参 

 □郵 送 

 □その他 

 〒           －  □交付 

 

 □不要 

 
 ℡（   ）    － 
 

資料４７ 義援品受領書 

 

                   義援品受領書 

                       令和   年    月    日 

 

  住所 

 

  氏名           様 

 

                に係る義援金として、次のとおり受領しました。 

 

  義援品の内容 

                                               

                                               

                                               

                         発 行 者            印 
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資料４８ 災害救助法の適用基準 

 

１．本市又は本市の区における滅失住家の世帯数が下表の A欄の世帯数以上の場合は、本市全域又は本市の 

 該当区にのみ適用する。  

２．大阪府下で滅失住家の世帯数が２，５００世帯以上で、かつ、本市又は本市の区における滅失住家の世帯

数が下表Ｂ欄の世帯数以上の場合は、本市全域又は本市の該当区にのみ適用する。 

３．大阪府下の滅失住家の世帯数が１２，０００世帯以上で本市の各区における被災世帯が多数の場合 

４．災害が隔絶した地域に発生したものである等、災害にかかった者の救助を著しく困難とする内閣府令で

定める特別の事情がある場合であって、多数の世帯の住家が滅失した場合 

５．多数の者が生命若しくは身体に危害を受け、又は受けるおそれがある場合で、内閣府令で定める基準に 

該当するとき 

 注）被災世帯の算定にあたっては、全壊（焼）、流失を１世帯とし、半壊（焼）のときは２世帯、床上浸水、

土砂のたい積等で一時的に居住困難になったときは３世帯をもって住家の滅失した１世帯とみなす。 

 

                                  ○ 災害救助法適用基準  

                          （平成 22年 9月 1日現在 推計人口により算出） 

 

 

 

区  分 
滅 失 世 帯 

区  分 
滅 失 世 帯 

Ａ Ｂ Ａ Ｂ 

大 阪 府  ２，５００世帯 淀 川 区 １００世帯 ５０世帯 

大 阪 市 １５０世帯 ７５ 東淀川区 １００ ５０ 

北   区 １００ ５０ 東 成 区 ８０ ４０ 

都 島 区 １００ ５０ 生 野 区 １００ ５０ 

福 島 区 ８０ ４０ 旭   区 ８０ ４０ 

此 花 区 ８０ ４０ 城 東 区 １００ ５０ 

中 央 区 ８０ ４０ 鶴 見 区 １００ ５０ 

西   区 ８０ ４０ 阿倍野区 １００ ５０ 

港   市 ８０ ４０ 住之江区 １００ ５０ 

大 正 区 ８０ ４０ 住 吉 区 １００ ５０ 

天王寺区 ８０ ４０ 東住吉区 １００ ５０ 

浪 速 区 ８０ ４０ 平 野 区 １００ ５０ 

西淀川区 

 

８０ ４０ 西 成 区 １００ ５０ 
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資料４９ 被害の認定基準の概要 

 

区本部長は「被害認定統一基準」（平成13年６月28日 内閣政策統括官通知）に従い、災害

救助法適用の判断の基礎となる被害認定を行う。  

認定基準の概要は次のとおり。 

被害種類  被害認定統一基準（平成13年６月28日 内閣政策統括官通知）  

死   者  当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、または死体を確認することがで

きないが死亡したことが確実なものとする。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのあるものとする。 

重 傷 者  

軽 傷 者  

災害のため負傷し、医師の治療を受けまたは受ける必要のあるもののうち、「重

傷者」とは１月以上の治療を要する見込みの者とし、「軽傷者」とは１月未満で治

療できる見込みの者とする。  

住家全壊  

(全焼・全流

出)  

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒

壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により元通り

に再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失もしくは流失し

た部分の床面積がその住家の延床面積の70％以上に達した程度のもの、または住

家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家

の損害割合が50％以上に達した程度のものとする。  

住家半壊  

（半焼）  

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損

壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損

壊部分がその住家の延床面積の20％以上70％未満のもの、または住家の主要な構

成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が

20以上50％未満のものとする。  

（ただし、損階部分が延床面積の50％以上70％未満の場合、もしくは損害割合（経

済的被害）が40％以上50％未満の場合は大規模半壊とする。） 

住家一部  

破 損  

全壊及び半壊に至らない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のもの。た

だし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものを除く。  

住  家  現実に居住のために使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどう

かを問わない。  

非 住 家  

 

住家以外の建築物をいうものとする。  

なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非住家とする。但し、これ

らの施設に、常時、人が居住している場合には、当該部分は住家とする。  

（注）  

（１） 住家被害戸数については「独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物または完全に

区画された建物の一部」を戸の単位として算定するものとする。  

（２） 損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなければ

元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。  

（３） 主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として固定さ

れる 

なお、認定基準の運用にあたっては、内閣府が作成した「災害に係る住家の被害認定基準運

用指針」及びその「参考資料」、「参考資料（損傷程度の例示）」を参考とする。 
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 別表１ 

家屋被災状況調査表 

所在地  番号    

所有者  構造  用途  床面積  

 

 明らかな  ・居住または使用できないもの （主要構造部に著しい損傷があるもの、 
A 

    全壊  ・復旧不能のもの       不同沈下により家屋の傾斜があるもの） 

 

 明らかな 

   無被害 

 ・数枚の瓦の落下、数枚のガラスの破損程度のもの 

 ・外壁の亀裂、内壁の落下等がないもの 
B 

○ 判定基準（木造家屋－プレハブを含む） 

部分別 
構成 

割合 
被災状況 

損壊の程度 
部分別

損害率 １方又 

は 25% 

２方又 

は 50% 

３方又 

は 75% 

４方又 

は 100% 

屋根 ３０％  7.5% 15% 22.5% 30%  

壁 ３０％ 
ア 亀裂、浮き上 2.5% 5% 7.5% 10%  

イ 剥落 7.5% 15% 22.5% 30%  

天井・床・柱 ３０％  7.5% 15% 22.5% 30%  

その他 １０％  2.5% 5% 7.5% 10%  

注）アとイが同一面にあるときはイを優先する。                合 計    

 

○ 判定基準（非木造） 

部分別 
構成 

割合 
被災状況 

損壊の程度 
部分別

損害率 
１方又 

は 25% 

２方又 

は 50% 

３方又 

は 75% 

４方又 

は 100% 

構造体 ７０％  17.5% 35% 52.5% 70%  

仕上 ２０％  5.0% 10% 15.0% 20%  

その他 １０％  2.5% 5% 7.5% 10%  

注）その他とは、建物内部に被害（天井・床・柱を除く）が生じている場合等 合計  

 

特記事項 合計損害割合  

Ａ 
全壊 

Ｃ 

70％以上 

20% 以上 半壊 

20% 未満 一部損壊 

調査日 令和 年 月 日 担当者  Ｂ 無被害 

資料５０ 家屋被災状況調査票 

  下表の家屋被災状況調査表により、明らかに全壊と判断される建物以外については、建物の部分別

に損害の割合を目視で判断し、合計損害割合を算出して全壊、半壊、一部損壊を判断する。 
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資料５１ 災害救助法による救助の程度、方法及び期間一覧表 

 

救助の種類 対 象 費用の限度額 期 間 備 考 

避難所の供与 災害により現に

被害を受け、又

は被害を受ける

おそれのある者 

（基本額）避難所設置費 

１人１日につき310円以内 

（加算額）冬期別に定める額を加算 

福祉避難所を設置した場合は、特

別な配慮のために必要な当該地域に

おける通常の実費を加算できる。 

災害発生の日か

ら７日以内 

 

 

１．費用は、避難所の設置、維持及

び管理のための賃金職員等雇上

費、消耗器材費、建物等の使用謝

金、借上費又は購入費、光熱水費

並びに仮設便所等の設置費を含

む。 

２．避難に当たっての輸送費は別途

計上 

応急仮設住宅

の供与 

住家が全壊、全

焼または流失

し、居住する住

家がない者で、

かつ、自らの資

力では住家を得

ることができな

い者 

１．規格１戸当たり平均29.7㎡（９

坪）を基準とする。 

２．限度額１戸当たり2,530,000 

円以内 

３．同一敷地内等に概ね50戸以 

上設置した場合は、集会等に利用す

るための施設を設置できる。 

（規模、費用は別に定めるところに

よる）。 

災害発生の日か

ら20日以内着工 

 

１．平均１戸当たり 

29.7㎡、2,530,000円 

以内であればよい。 

２．高齢者等であって、日常の生活

上特別な配慮を要する二人以上

のものに供与し、並びに老人福祉

法第5条の2第2項に規定する老

人居宅介護等事業等を利用しや

すい構造及び設備を有する施設

を応急仮設住宅として設置でき

る。 

３．供与期間 最高２年以内 

４．民間賃貸住宅借り上げによる設

置も対象とする。 

炊き出しその

他による食品

の供与 

１．避難所に避

難している者 

２．住家に被害を受

けて炊事がで

きない者及び 

 住家に被害を

受け一時縁故

地等へ避難す

る必要のある

者 

１．１人１日当たり1,040円以内 

２．被災地から縁故先等に一時避難

する場合３日分支給可 

災害発生の日か

ら７日以内 

 

食品給与のための総経費を延給

食人員で除した金額が限度額以内

であればよい。（１食は１／３日） 

飲料水の供給 現に飲料水を得

ることができな

い者（飲料水及

び炊事のための

水であること。） 

当該地における通常の実費 災害発生の日か

ら７日以内 

 

輸送費、人件費は別途計上 
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救助の種類 対 象 費用の限度額 期 間 備 考 

被服、寝具その 

他生活必需品の 

給与又は貸与 

住家の全半壊

（焼）、流失、床

上浸水等によ

り、生活上必要

な被服、寝具、そ

の他生活必需品

を喪失、又は損傷

し、直に日常生

活を営むことが

困難な者 

１．夏期（４月～９月）冬期（10月

～３月）の季別は、災害発生の日

をもって決定する。 

２．下記金額の範囲内の日をもっ

て決定する。 

災害発生の日から10日以内 

 

 

１．備蓄物資の価格は年度

当初の評価額 

２．現物支給に限ること。 

区 分 
期 

別 

世 帯 区 分 

1人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 
６人以上1人増毎加算

額 

住家の全焼、全壊 

又は流失により被 

害を受けた世帯 

夏期 17,800円 22,900円 33,700円 
40,400

円 
51,200円 7,500円 

冬期 29,400円 38,100円 53,100円 
62,100

円 
78,100円 10,700円 

住家の半焼、半壊 

又は床上浸水によ 

り被害を受けた世 

帯 

夏期 5,800円 7,800円 11,700円 
14,200

円 
18,000円 2,500円 

冬期 9,400円 12,300円 17,400円 
20,600

円 
26,100円 3,400円 

医療 医療の途を失っ

た者（応急的処

置） 

１．救護班－使用した薬剤、治療材

料、医療器具破損等の実費 

２．病院又は診療所－国民健康保

険診療報酬の額以内 

３．施術者 協定料金の額以内 

災害発生の日から14日以内 

 

 

輸送費は、別途計上 

助産 災害発生の日以

前又は以後７日

以内に分べんし

た者であって、

災害のため助産

の途を失った者

（出産のみなら

ず、死産及び流

産を含み現に助

産を要する状態

にある者） 

１．救護班などによる場合は、使用

した衛生材料等の実績 

２．助産師による場合は、慣行料金

の100分の80以内の額 

分娩した日から７日以内 

 

 

輸送費は、別途計上 
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救助の種類 対 象 費用の限度額 期 間 備 考 

被災者の救出 １．現に生命、身体

が危険な状態に

ある者 

２．生死不明な状

態にある者 

当該地域における通常の実費 災害発生の日

から３日以内 

 

 

１．期間内に生死が明らかにな

らない場合は、以後「死体の

捜索」として取り扱う。 

２．輸送費、人件費は別途計上 

被災した住宅の

の応急修理 

１．住宅が半壊

（焼）し、自らの資

力により応急修理

をすることができ

ない者 

２．大規模な補修

を行わなければ居

住することが困難

である程度に住家

が半壊した者 

居室、炊事場及び便所など日常生活に

必要必要最小限度の部分１世帯当たり

547,000円以内 

災害発生の日

から１か月以

内 

 

学用品の給与 住宅の全壊（焼）、

流失半壊（焼）又は

床上浸水により学

用品を喪失又は棄

損し、就学上支障

のある小学校児童

及び中学校生徒及

び高等学校等生徒 

１．教科書及び教科書以外の教材で、教

育委員会に届け出、又はその承認を受

けて使用している教材、又は正規の授

業で使用している教材実費 

２．文房具費及び通学用品費は、 

1人あたり次の金額以内 

小学校児童１人当たり 4,100 円中学

校生徒１人当たり4,400円 

高等学校等の生徒等 

 １人当たり4,800円 

災害発生の日 

から 

（教科書） 

１か月以内、 

（文房具及び

通学用品）   

15日以内 

１．備蓄物資は評価額 

２．入進学時の場合は個々の実

情に応じて支給する。 

埋葬 １．災害の際死亡

した者につい

て、実際に埋葬

を実施する者に

支給 

１体当たり 

大人（12才以上） 

 206,000円以内 

小人（12才未満） 

 164,800円以内 

災害発生の日

から10日以内 

 

死体の捜索 行方不明の状態

にあり、かつ各般

の事情により既

に死亡している

と推定される者 

当該地域における通常の実費 災害発生の日

から10日以内 

輸送費、人件費は別途計上 
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救助の種類 対 象 費用の限度額 期 間 備 考 

死体の処理 

 

 

災害の際死亡した者

について、死体に関

する処理（埋葬を除

く。）を行う。 

 

 

 （死体の洗浄、消毒等） 

 １体当り3,400円以内 

 （一時保存） 

 既存建物借上費 通常の実費 

 既存建物以外 １体当り5,200円以内 

（検案） 

救護班により検案できない場合は、 

当該地域の慣行料金の額以内 

災害発生の日

から10日以内 

 

 

 

検案は、原則として救護班に

よって行う。 

障害物の除去 居室、炊事場、玄関

等に障害物が運び

込まれているため

生活に支障をきた

している場合で自

力では除去するこ

とのできない者 

１世帯当たり133,900円以内 災害発生の日

から10日以内 

 

 

 

輸送費及び賃金

賃金職員等雇上

費 

１．被災者の避難 

２．医療及び助産 

３．被災者の救出 

４．飲料水の供給 

５．死体の捜索 

６．死体の処理 

７．救済用物資の整

理配分 

当該地域における通常の実費 救助の実施が

認められている

期間以内 

 

実費弁償 災害救助法施行令第

10 条第１号から第

４号までに規定する

者 

１人当たり 

医師、歯科医師 

 21,700円以内 

薬剤師 

 16,600円以内 

保健師、助産師、看護師及び準看護師 

 17,100円以内 

土木技師、建築技術者 

 15,600円以内 

 

救助の実施が

認められる期間

以内 

期間外勤務手当及び旅費は

別途に定める額 

備考 救助の期間については、やむを得ない特別の事情のあるときは、延長することがある。 
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資料５２ 罹災証明書・被災証明書の発行手続き 

 

（１）罹災証明書・被災証明とは 

   災害対策基本法第２条に定める災害（自然災害等）により被災した場合、その被災者の 

  救護措置である支援金の給付、各種援護資金の貸付、税の減免並びに保険金を受領する際 

等に必要とされる被害の程度について証明するものです。 

（災害対策基本法第９０条の２により罹災（被災）証明書の発行が自治体に義務付けられ

ています。（平成25年 6月 21日付け改正）） 

    

（２）内容 

 罹災証明書 

自然災害（火災を除く）によって住家に被害を受けた場合に、被害の程度（全壊・大

規模半壊・半壊・一部損壊・被害なし）を証明するもの。被害の程度を証明するため

に、市職員等が国（内閣府）の基準に基づき現地調査等を実施する。 

 被災証明書 

自然災害によって不動産、動産などに被害を受けた場合に、当該自然災害により被害

を受けた事実を証明するもので、写真または現地調査により市職員等がその事実を現

認する。 

 

（３）申請者 

   自然災害により被害を受けた本人もしくは同一世帯の親族（それ以外の方の場合は委任

状が必要） 

 

（３）発行方法 

  ア 区職員による現場確認等により被害事実を確認する。 

 

  イ 職員が被害を確認できない場合、被害事実がわかる写真を提出いただき、自然災害に

伴う被害であると判断できた場合のみ証明を発行する。（写真がないが、町会長などが現

認している場合などについては確認した旨の文言、印を申請書に記載いただければ例外

的に発行を認める） 

 

  ウ 証明発行番号・証明発行日・区長名を記入し、諸証明専用区長印を押印して発行する。 

 

（４）手数料 

   無料。 

 

（５）その他 

   別紙の様式による。 

  ・被災（届出）証明申請書／被災建物等証明申請書 

  ・被災証明書 

  ・被災建物等証明書 
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様式１（第5条関係） 

整理番号      

罹災（被災）証明書交付申請書 

大阪市大正区長あて 

申請日 令和  年  月   日 種類（※１） 罹災証明書  被災証明書 

申請者 
窓口に来 

られた方 

〒 

住所：大阪市 
TEL：   (    )  

ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

氏名： 

 性別  生年月日  年  月  日生 

被災者との関係
（※２） 

□ 本人（世帯主）  □ 同一世帯親族（   ） 

□ その他（          ） 

 

  

罹

災

者 

住所：大阪市     区 TEL：  (   ) 

ﾌﾘｶﾞﾅ 
氏名： 

性

別 
 続柄 世帯主 生年月日 年  月  日生 

ﾌﾘｶﾞﾅ 
氏名： 

性

別 
 続柄  生年月日 年  月  日生 

ﾌﾘｶﾞﾅ 
氏名： 

性

別 
 続柄  生年月日 年  月  日生 

ﾌﾘｶﾞﾅ 
氏名： 

性

別 
 続柄  生年月日 年  月  日生 

ﾌﾘｶﾞﾅ 
氏名： 

性

別 
 続柄  生年月日 年  月  日生 

罹災場所等 
アパート名、 

室番号も記入 

してください 

所在地：大阪市大正区 

住 家： 専用住宅 併用住宅 共同住宅（ 分譲 ・ 賃貸 ） その他（     ） 

非住家： 店舗  事務所  倉庫  その他（     ） 

物件と申請

者の関係 
所有   管理   占有   その他（        ） 

罹災の原因  

被害状況  

証明書必要数 

及び必要理由等 
通 理由・提出先等  

本申請書及び本市が保有する個人情報を各種被災者支援の実施のために利用することに □同意します  □同意しません 

（※１）罹災証明書は災害対策基本法第 90条の 2に基づく住家の被害程度を証明する書面で、その他被災の事実を証明する

書面を被災証明書と呼称しています。 

（※２）本人もしくは同一世帯の親族以外の方が申請者の場合は、下記の委任状にご記入ください。 

（※３）申請者が世帯主以外の場合は、住所、連絡先、世帯主の氏名等の情報を記入してください。このほか、人的被害に対

する被災証明書が必要な場合に記入してください。 

委任状 

大阪市大正区長あて                      令和   年  月  日 

                         

上記申請者       に、罹災・被災証明書の請求・受領の権限を委任します。 

委任者 住所：                      

                氏名：              ㊞ 

（
※
３
） 
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様式２（第7条第1項関係） 

 〒 

 

 

 

                        様          第        号 

 

 

罹 災 証 明 書 
 

罹災住所  

氏名  

物件所在地  

家屋番号  

物件用途  

災害名 

 

罹災の程度 

 

 

摘要（物件と申請者の関係、共有持分割合等） 

 

 上記のとおり、相違ないことを証明する。 

 

        年  月  日 

 

 

      大阪市大正区長                 

 

  

印 
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様式３（第7条第2項関係） 

 〒 

 

 

 

                様          第        号 

 

 

被 災 証 明 書 
 

被災場所 大阪市   区 

被

災

者 

氏名 続柄 生年月日 人的被害 

    

    

    

    

    

    

    

    

災害名 

 

被害の状況 摘要（物件と申請者の関係等） 

 

 上記のとおり、相違ないことを証明する。 

 

        年  月  日 

 

 

      大阪市大正区長                 
 

 

印 
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資料５３ 地区防災計画 

 

 

・大正区三軒家西地域地区防災計画 

・大正区三軒家東地域地区防災計画 

・大正区泉尾東地域地区防災計画 

・大正区泉尾北地域地区防災計画 

・大正区中泉尾地域地区防災計画 

・大正区北恩加島地域地区防災計画 

・大正区小林地域地区防災計画 

・大正区平尾地域地区防災計画 

・大正区南恩加島地域地区防災計画 

・大正区鶴町地域地区防災計画 
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資料５４  

新型コロナ禍等で災害が起きた場合は… 

 ～あらかじめ、「在宅避難」・「分散避難」のご検討を～ 
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資料５５ 

大正区災害(緊急)対策本部行動計画表【南海トラフ地震編】 
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